論点

道路一般財源化の是非

暫定税率の維持か､撤廃か

自民党は情報を公開していない｡　　賛成派5名　反対派0名､場合による3名

＜道路一般財源化について＞　　賛成派5名(うち2名は当初反対派)　反対派0名､場合による3名(うち2名は当初反対派)
●賛成(民主党)派｡

　①地方分権と住民自治

　･地方税収の一部を強制的に道路整備に当てている｡

　･地域によっては､道路整備よりも優先すべきことがあるかもしれない｡

　･地域が使い道を自由に決めることが出来るようになる｡

　②税金の無駄遣い：毎年5兆円　道路整備事業の無駄遣いを無くす

　･財政当局の精査を受けていない｡

　･他の分野よりも､無駄が多いのは当然｡　過度な厳格な基準

　③デメリット：国や地方の道路整備ができなくなるかも？

　･整備スピードは遅くなるが､優先順位の明確化､コスト削減につながるのでは？

←

①地方分権を進めるに当たり､自動車利用の割合が異なる｡地方に任せると言うことは､地方毎に税金の使い道を任せるということ｡それは､その地域で得られたものを､地域で自由に使うと言うこと｡大都市の方が道路財源は多いが道路整備は終わっている｡地方は財源少なくて道路整備の必要性は高い｡

②道路特定財源は､道路に関連したものを作る財源｡一般財源化すると､用途が複雑化し､より悪用される可能性もあり､見分けるのも困難になるのでは？もっと無駄遣いされるかもしれない｡必ずしも､一般財源化することで無駄遣いが減るとは言えない｡

③道路整備が第一の目的なので､優先順位は明らかになるかもしれないが､｢道路をつくらなければならない｣という目的があるはず｡それを差し置いて他のことに使うのはおかしい｡優先順位がつくことが第一ではなく､整備しなければならないところがあるのであれば､そちらにまわすのが筋である｡

←

1 地方が道路を造れなくなるのでは？とのことに関して､現状でも揮発油税の1／4は県に入る｡自動車税､軽油税は､100％地方税となっている｡国からもらうときに｢道路にしか使えない｣のは問題｡それがなくなれば､地方分権が可能になる｡｢道路ありき｣でなく､他の用途と比較した上で､国が変わっていこう､国としての優先順位で考えていこうというのが民主党の考え方｡

←国として､環境･福祉･少子高齢化など､どこに配分するのかを国は決めることが出来るのか？　環境問題がどのくらい優先されているかを考えると､現状でどのくらいをあててもらえるか不明｡　By　武藤さん
2 道路財源で必要なよりも多く取りすぎてるので､無駄遣いすると言うことが考えられる｡

3 そうかもしれないけど､もう一度立ち止まって考えることが必要では？　そうは言ってもやらなくてもよさげなものもある｡その優先度はつけるべき｡
○反対派(道路族)派

　④･本質は､道路施設の利用料金｡これを別目的にするのはおかしい｡　

⑤･これまで課税されているからと言う理由で､課税のターゲットとされている｡国の財政再建を自動車ユーザーに押しつけるものと言える｡

⑥･簡素で効率的な行政：一般財源化を図ることを前提として納税者の理解を得ると言われているが､納税者に十分な説明がなされていない｡　
←

⑥へ：現在は､道路財源が出来た時代とはちがう｡地球環境問題や少子高齢化で将来が危ぶまれている｡ガソリン税を環境対策などにまわすことで､これまで道路建設が目的であったが､二酸化炭素放出による社会的コスト低減のための税金とすれば､ユーザーの理解は得られると考えられる｡

道路建設のみに使われていたガソリン税であるが､無駄遣いが明らかになっているので､他のもっと有効なことに使われれば､自動車ユーザーからも､他の国民からも理解が得られると考えられる｡時代の変化に対応し､新たな税金体系を作るためにも､ガソリン税の一般財源化は有効である｡

④へ：道路整備は進んでいるので､他の問題に当てるべき｡ガソリン税を廃止して､他の税を作るよりも､まずは一般財源化して使えるようにしてから､他の税金として徐々に構築すればよい｡

⑤自動車ユーザーは環境負荷が高いので､その目的に使うことは問題がない｡

←

⑥集めた財源を少子高齢化に使うと言っていたが､自動車のユーザーが成人以上になる｡自動車を持っている人と持っていない人で負担の度合いが変わってくる｡それで理解が得られるかどうか疑問｡環境税は､税負担者に重税感を与えて､エコな生活を誘発するものである｡それをただ単に環境税という名前に掛け替えただけでは､自動車ユーザーのエコ生活､自動車利用の削減には効果が薄いのでは？

　←もし､環境税目的を全部なくせば､より自動車を使いやすくなる｡この環境税があることによって､その分だけ値段があがって､需要が減るはずなので､利用抑制の目的は達成されるはず｡
⑤地球温暖化は自動車利用に誘発されている面はあるが､他の要因も関与しているはず｡それら他の要因を顧みずに､自動車ユーザーから集めたお金を環境税にまわすのはおかしい｡

←工場とか､発電所についてもCO2排出の課税をすれば､クルマだけ不公平にはならないはず｡
④道路財源は､道路をつくるだけでなく､道路に関する様々なことにも使っている｡渋滞解消や開かずの踏切600カ所､橋の老朽化修繕などにも使われている｡交通渋滞によって救急車が通行できない区間もある｡これらを解決するにも道路財源は道路に関連したことにつかうべき｡
· 国民が理解できないから､簡素な法律がよいと自民党は言っているが､それは国民を信頼していないことにつながると思う｡地方を信じていない｡構造改革とかで地方分権と言っているのと矛盾する｡

· 閣議決定では､2009年度から一般財源化｡　道路整備財源特例法改定案：ガソリン税などの税収をむこう10年間､道路整備だけに当てる｡　ガソリン税＝揮発油税＋地方道路税｡　重量税や取得税は一般財源化｡

· イギリス､フランス､ドイツのガソリンや自動車への課税は､税収の全額または多くの部分が一般財源です｡

· 一般財源化すると､制限が無くなる｡必要だと思うこと何でも使える｡くくりがないというのは､あまり良くない｡それだったら､ちがう名目で集めないとおかしなことになる｡

＜暫定税率の維持か､撤廃か＞　　維持1名｡　撤廃3名｡　減税4名(撤廃から1名)｡
■暫定税率｢維持｣派
　⑦原油価格高騰で運輸業界や国民生活に影響が及んでいる｡もし仮に､暫定税率が撤廃されると158億円の減収､市町村は182億円の減収になる｡本当に必要な道路整備も､維持管理も､交差点改良や除雪事業なども後退し､そのしわ寄せが医療や福祉などにも影響を及ぼす｡地方の住民の生活をおびやかすはず｡

←

⑦地方の道路整備については､その地方の財源が減っていくことに対し､国直轄事業負担金の制度を改正することで対応できる｡国が事業を行うときに､事業地域が一部を負担するという制度であるが､地方団体が廃止を求めている｡　これが実現すれば､地方が国に一兆円上納していた分を自由に使える｡国の税収は減ることになるが､地方の税収が少なくなる問題には対応できる｡｡

　

←

国直轄事業負担金の実現可能性は､今､どのような段階では？　たぶん実現しなさそう｡民主党が与党になれば実現するかもしれない｡　｢実現すれば｣という仮定で言われても､それがなかったとしたら､財源をなくすのは現段階ではダメなのではないでしょうか？

本当に必要かを検討すると言っていたが､特定財源が無いと予算が組めないという自治体は多い｡無駄遣いを減らしても､これをまかなえる他の収入は無いのでは？

■暫定税率｢撤廃｣派

　⑧第一次オイルショック：価格引き上げで得た税収を景気回復をはかるためのものであった｡当初は2年限りだったのに34年も続いている｡それ自体が異常｡
⑨これを維持したままで特定財源を廃止､一般財源化すると国民の信頼を失う｡

⑩国民の税負担が軽減され､国民生活を支援する｡官僚よりもお金の効果的な使い方を知っているのは国民である｡

⑪デメリット：ガソリンが安くなると自動車利用量が増えるかもしれないが､オイルショックのときは影響しなかった｡
⑧暫定税率で税収がある｡その収入は大きく､利用も需要も多く大切なもの｡｢暫定｣という名前を変えればよい｡

⑨そもそも一般財源化には反対だったので､一般財源化しなければよい｡一般財源化するのであれば､廃止するのが筋かもしれませんが｡

⑩あとあと､しわ寄せが他の面に出てくる｡

⑪ガソリンの値段が下がったら､クルマ利用が増えるとは言えないかもしれないが､米国では逆の効果が得られている｡つまり､その逆の効果もあるのではないかと思われる｡
←

⑧本当に必要なのかを精査すべき｡

⑩しわ寄せが来ないように､無駄遣いを減らすことこそが必要なこと｡必要な道路整備が4年間で1.5倍になっている｡9342km進めることになっていたが､14000kmの道路整備が必要と言われた｡本当に必要かどうかが疑わしい｡

⑪日本とアメリカ､時代の差もあるかもしれない｡値段が上がれば利用は減るかもしれないけど､値段が下がって利用率が上がるとは限らない｡

· 天下り先の独立行政法人や財団法人に､補助金や業務委託の形で1200億円が支出されていた｡　田代君

· 堤君：暫定税率を道路だけでなく､バスなどのインフラに使えばいいと思います｡全部公共交通に使ってしまう｡　

· 柳田君：現在､暫定税率あり･なしで議論している｡その法律の中身を変えれば？場合分けして課税の方法を変えるとか､そういうことを検討した方がいいのでは？　インパクトのある言葉で有権者の興味を引こうとしているだけに思える｡

· 田代君：暫定税率廃止の意見を集めた｡二酸化炭素排出量は家庭でガソリンは27％､電気は38％で出ている｡ガソリン税ばかり言ってるのはどうだろう？

· 梶君：乗る側としては､ガソリンにかかる暫定税率をなくして､取得税や重量税を重くした方が､クルマの絶対量はへる｡クルマの絶対量を減らして､環境負荷などを減らした方が良い｡　

· 橋本君：この班の人は詳しく調べて知っているけど､一般有権者はほとんど何もわからずに投票しなければならない｡　当事者が多いので､この問題は知りたいというポテンシャルは高いと思う｡

· 武藤さん：有権者が､民主党だから､自民党だから､●●さんが言っていたから､というだけでなく､そのことについて知ろうとする姿勢が必要だと思う｡何とかしていかないと｡

· とうさん：今まで知ろうと思っていなかったけど､勉強してかしこくなった気がする｡

· 梅村さん：昔からやってきたことを前例だからといってやってきている｡時代の流れを敏感に感じるべき｡これを民主党の役割で調べたこともあるかもしれないけど､情報を開示しない自民党はどうかとおもう｡信頼されたかったらそれなりの態度を取るべき｡

最終判定：自民党3名　　　民主党5名

